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研究成果の概要（和文）：本研究は次の3つの課題に取り組んだ．第一に，世帯構成の変化が社会保障の決定にどのよ
うな影響をもたらすかを分析した．特に借入制約の役割を考慮し，片働き世帯が直面する借入制約が，社会保障を通じ
た再分配の政治的決定にどのような影響を分析した． 第二に，高齢化による投票人口の構成変化が社会保障を含む財
政政策の決定を通じて経済成長に与える影響を分析した．第三に，再分配政策として社会保障に加えて公教育支出も考
慮し，2つの再分配政策が投票を通じてどのように決まるのか，高齢化は2つの再配分政策の水準・比率にどう影響する
のか，さらに再分配政策が人的資本蓄積にどのような効果をもたらすのか，を明らかにした．

研究成果の概要（英文）：In this project, I examined three issues. Firstly, I analyzed how a change in the 
household composition affects social security policy. In particular, I focused on the borrowing 
constraint of low-income households, and its impact on their preferences for social security. Secondly, I 
developed a politico-economic model of economic growth and social security, and showed how population 
aging affects the political decision on fiscal policy, and how it in turn affects economic growth. 
Thirdly, I added public education into the above-mentioned model as an alternative redistribution policy, 
and showed the effect of population aging on the allocation of tax revenue between the two redistributive 
policies.

研究分野： 政治経済学

キーワード： 借入制約　経済成長　投票　人的資本　社会保障　公教育
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１．研究開始当初の背景 

 

年金に代表される老年期の社会保障給付は，

一般に若年世代から老年世代への所得移転

であり，世代間利害対立をもたらす．この

問 題 を 投 票 モ デ ル で 描 写 し た の が

Browning (1975) お よ び Boadway and 

Wildasin (1989)である．また社会保障給付

には，自己負担に応じた給付（ビスマルク・

タイプ）と，負担とは関係ない一定額の給

付（ビバレッジ・タイプ）があり，後者は

世代内での高所得者から低所得者への所得

移転をもたらす．低所得者と高所得者の世

代内利害対立にも注目することで，世代内

での所得分布が，世代間所得移転の政治決

定に重要な影響をもたらすことが明らかに

されてきた（展望論文としてたとえば

Galasso and Profeta, 2002）.しかしなが

ら，これまでの研究では，(i)家計の世帯構

成（共働きか片働きか，夫婦か単身か）の

違いは捨象されており，(ii)高齢化が社会

保障政策と経済成長にもたらす影響と，

(iii)代替的な再分配政策である公教育と

社会保障の選択，については十分な分析が

行われていなかった． 
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２．研究の目的 

 

以上の背景を踏まえて，本研究は次の 3つ

の課題に取り組む．１点目の研究では，世

帯構成の変化が社会保障の決定にどのよう

な影響をもたらすかを分析する．特に借入

制約の役割を考慮し，先行研究の分析を再

検討することにある．この分析によって，

片働き世帯が直面する借入制約が，社会保

障を通じた再分配の政治的決定にどのよう

な影響をもたらすか，中・長期的な観点か

ら予測することが可能になる． 2 点目の研

究では，高齢化による投票人口の構成変化

が，社会保障を含む財政政策の決定を通じ

て経済成長にどのような影響をもたらすか

を明らかにする．3 点目の研究では，再分

配政策として，社会保障に加えて公教育支

出も考慮し，2 つの再分配政策が投票を通

じてどのように決まるのか，高齢化は 2つ

の再配分政策の水準・比率にどう影響する

のか，さらに再分配政策が物的資本，人的

資本蓄積にどのような効果をもたらすのか，

を明らかにする． 

 

 

３．研究の方法 

研究方法は，モデルによる定性的な分析を

主とし，パラメータの値を特定化した上で

経済の構造的な変化がもたらす影響を見る

定量的な分析で，定性的な分析を補完する． 

 

 

４．研究成果 

2012 年度の研究では，世帯構成を考慮した

モデルに借り入れ制約を導入し，このモデ

ルを用いて，相対的に所得の低い片働き世

帯が借り入れ制約に直面した場合，片働き

世帯の社会保障給付に対する選好がどのよ

うに変わるかを分析した．分析の結果，以



下のことが判明した．第一に，異時点間の

代替の弾力性が低い場合，借り入れ制約に

直面した片働き家計は，共働き家計よりも

軽い社会保障負担を先行する．第二に，男

女間の賃金格差の減少，派生年金権利の減

額，共働き家計の割合増加という３つの構

造変化に注目し，格変化と社会保障負担の

間に逆 U字型の関係が存在することを明ら

かにした． 

 

2013 年度は，以下の２つの研究課題に取り

組んだ．第一の研究では，高齢化が家計の

消費，教育投資に関する意思決定や，投票

を通じた社会保障，公教育の政策選択にど

のような影響を与えるかを分析した．分析

の結果，高齢化によって社会保障支出が減

少し，公教育支出が増大することが示され

た．第二の研究では，高齢化・少子化にと

もなう人口構造の変化が，財政政策の決定

に与える影響について分析した．分析の結

果，高齢化によって財政赤字がより生じや

すいことを示した．また，財政赤字の下で

は，高齢化によって政府の公共財支出は減

少し，経済成長率が上昇することが示され

た． 

 

2014 年度の研究では，以下の２つの研究に

取り組んだ．第一の研究は，失業と財政政

策，経済成長の政治経済分析である．財政

政策に関する政治経済分析では，多くの研

究が完全雇用を想定して分析を行っている．

しかし現実には失業が存在し，政策の決定

が失業と経済成長に影響し，さらに将来の

政策決定に影響してくる．このような，現

在の政策→失業・経済成長→将来の政策決

定の動学的なメカニズムをモデル化したう

えで，投票による政策決定を通じて決まる

失業や経済成長を社会厚生の観点から評価

した． 

 第二の研究は，公教育と社会保障，人的

資本蓄積，経済成長の政治経済分析である．

物的資本と人的資本の 2種類の資本を想定

し，社会保障・公教育の政策決定が貯蓄，

教育投資を通じて物的資本，人的資本に与

える影響を見た．この分析によって，高齢

化が社会保障，公教育を通じて経済成長に

与える影響を評価した． 
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